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第 15期中教審、「審議まとめJを公表。「生きる力Jと「ゆとり j をキーワー
ドに、学校・家庭・地域社会の連携、学校のスリム北、高度情報社会への対応、
完全学校週 5日制、学習指導要領改訂など提言。








































































































































『学校経営研究』第 30巻 2005 
学校法施行規則改正。校長・教頭の資格要件緩和(第8条)、職員会議の位置づ

















































































































































































































































































『学校経営研究』第 30巻 2005 
文科相、 f義務教育改革案j を公表。①義務教育の到達目標の明確化、地方の
実靖に応じた義務教育制度の弾力的運用、②教員養成における専門職大学院の
設置と教員免許更新制の導入、③学校運営協議会の全国化、学校評価システム
の確立、教員評価の徹底、地方・校長の権限強化、地方教育行政の責任を担え
る教育委員会の在り方、④義務教育費国庫負担制度の維持。
文科相、「今後の教員養成・免許制度の在り方についてJ諮開。教員免許の更
新制導入に向けた具体的検討を行うように求める。
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